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平常時の地域モビリティの確保のための取組みとして、計画立案にあたって考慮すべき事項、各

地域においてこれまで取り組んできた成功のノウハウ等について検討が進められるとともに、広く

情報が共有されてきたところである。一方で、2011 年 3 月に発生した東日本大震災の被災地では、

災害後の地域のモビリティの確保が重要な課題となるとともに、被災した各地域において、その時々

の状況に応じた緊急的な対応として様々な取組みが試みられてきたところである。 

これらを踏まえ、震災後の住民の避難行動・避難生活と対応策を交通面から考察することとし、

平常時から『災害時も』考慮した地域モビリティを確保していくための取組みに関する検討を、東

日本大震災被災地へのヒアリング調査および現地で行われた事象の収集結果をもとに実施し、災害

時も考慮した地域モビリティ確保のための知見および留意点等を取りまとめる一方、アンケート調

査を実施し、より有用で実用的なものに改善する努力をしている。本稿はこれらの取組みをまとめ

たものである。 

 

  


